
令和8年度小松島中学校入学説明会

「2050年の未来から考える
これからの教育」

令和８年１月２９日（木）１５：３０～ 体育館



総務省 国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口、総務省 住民基本台帳に基づく
人口、人口動態及び世帯数を基にGD Freak!が作成
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）



（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）



より少ない人口で社会を維持し、

外国人から「選ばれる国」になる意味でも、

社会システム全体の見直しが迫られている。

雇用・人材育成と教育システムは、別々に議論されがちであるが、

これらを一体的に議論することに、意義がある。

（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）



次の社会を形づくる若い世代に対しては、

「常識や前提にとらわれず、ゼロからイチを生み出す能力」

「夢中を手放さず一つのことを掘り下げていく姿勢」

「グローバルな社会課題を解決する意欲」

「多様性を受容し他者と協働する能力」

といった、根源的な意識・行動面に至る能力や姿勢が求められる。

（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）



（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）

現在は「注意深さ・ミスがないこと」「責任感・まじめさ」
が重視されるが、将来は「問題発見力」「的確な予測」「革
新性」が一層求められる



目指すべき高成長シナリオでは、2050年において、

特徴のはっきりした労働需要の変化が確認された。

「職種」…事務従事者 42％ 減少

販売従事者 26％ 減少

情報処理・通信技術者 20％ 増加

開発・製造技術者 11％ 増加

「産業」…卸売・小売業 27％ 減少

製造業 1％ 減少 （経産省「未来人材ビジョン」2022.5）



（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）
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新たな未来を牽引する人材が求められる。

それは、好きなことにのめり込んで豊かな発想や専門性を身につけ、

多様な他者と協働しながら、新たな価値やビジョンを創造し、

社会課題や生活課題に「新しい解」を生み出せる人材である。

そうした人材は、「育てられる」のではなく、

ある一定の環境の中で「自ら育つ」という視点が重要となる。

（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）



OECD加盟国中、日本の15歳の数学的・科学的リテラシーはトップレベ
ル。日本の子どもは、未来を切り拓く素晴らしい可能性を秘めている。

（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）



(経済産業省 未来人材ビジョン R4.5)



身近な校則を論理的に作り直す活動の広がりも、
既存のルールや常識を疑い、作り直す力を育む機会となる。

（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）



初等中等教育から高等教育に至るまで、

その在り方自体が根本から変わるべきとの指摘もあった。

しかし、2040年のあるべき教育システムを実現するには、

2030年代の教育が変わる必要があり、その枠組みを変えるには

2020年代前半に大きな変化を起こす必要がある。

残り時間は、あと数年しかない。

一人ひとりの認知特性・興味関心・家庭環境の多様性を前提に、

時間・空間・教材・コーチの組み合わせの自由度を高めるため、

教育システム改革に今から着手することが必要になる。
（経産省「未来人材ビジョン」2022.5）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）
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（文科省 中央教育審議会 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）2024.12）

２
０
４
０
年
を
念
頭



社会の枠に適応させる 社会を自分がつくる

主体性の育成

不登校

問題行動 自分で考え

行動し

責任をもつ

「人間の中に社会がある」

教師＝

「させる」
教師＝

「支える」

画一的
多様性

２０２３年
【生徒指導提要改定・子ども基本法施行】

一律・一斉



（文科省 給特法等一部改正法 広報資料）



（文科省 給特法等一部改正法 広報資料）



（文科省 給特法等一部改正法 広報資料）



本校の取組



①主体性を育てる生徒会活動

○自分たちで考え、話し合い、企画・運営
○各専門委員会に全学年生徒が参加
○「企画書」を管理職・学年主任に提出
・給食委員会：「餅つき」（文化祭）
・図書委員会：「昼休み図書室の運営」
・本部役員 ：「校則の見直し」 等

（本校の取組）



②防災教育－南海トラフ地震への備え－

「中学生が主役となる復興を視野に入れ
た地域と共にある防災教育」

○小松島南中学校と協働
・「小松島市中学校防災会議」
・「宮城県女川中学校との生徒会交流」

～ 小松島はひとつ！ ～
（本校の取組）



③業務改善 1

放課後の時間にゆとりを生み出す

○校時表の見直し
・清掃を週２回
・午後３時３０分放課を週３日に

（本校の取組）



④業務改善 2

部活動における勤務時間内外を意識した取組

○生徒・保護者とも個々によって求めていることが多様
（「部活動実証実験」アンケート結果より）

○「部活動勤務時間外希望表」（教職員）
教育の質の向上を目的
勤務時間外に部活動を希望する場合
□「自己実現を図ることができる」
□「ワークライフバランスを保つことができる」
□「教材研究や自己研修の時間が十分に確保できる」

これを条件として「希望表」を提出
（本校の取組）



⑤地域に開かれた学校づくり

「地域わくわく活動」
・学校運営協議会委員等の方々の協力
・毎月いずれかの月曜日
○「防災クラブ」
○「日本伝統文化（茶道・書道）クラブ」

・クルーズ船来港時
○「国際交流クラブ」

（本校の取組）



教育は大きな転換点を迎えている

子どもたちの未来を考えるとき

私たち教職員が最優先すべきことは

教育の質の向上のために

研修と授業準備のための時間確保



参考資料

○「未来人材ビジョン」令和４年５月 経済産業省

 ○「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方につい
 て（諮問）」令和６年１２月 文部科学省

○「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する
特別措置法等の一部を改正する法律案（給特法改正）」
令和７年６月 文部科学省
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